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１  は じ め に  

  働 く 場 面 で 活 躍 し た い と い う 希 望 を 持 つ す べ て の 女 性 が 、 そ の 個 性

と 能 力 を 十 分 に 発 揮 で き る 社 会 を 実 現 す る こ と を 目 的 と し て 、「 女 性

の 職 業 生活 に お け る 活 躍 の推 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ２ ７ 年 法 律 第 ６ ４

号 。 以 下「 女 性 活 躍 推 進 法」 と い う 。）」 が 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施

行 さ れ ま し た 。  

  特 定 事 業 主 行 動 計 画 で は 、 女 性 職 員 の 採 用 割 合 、継 続 勤 務 年 数 の 男 女

差 、 管 理 職 に 占 め る 女 性 割 合 な ど の 項 目 に お い て 、 現 状 の 把 握・ 課 題 を

分 析 し 、 １ つ 以 上 の 数 値 目標 を 定 め る こ と と さ れ て い ま す 。  

本 市 で は 、 管 理 職 に 占 め る 女 性 職 員 の 割 合 を 増 や し て い く た め に 、 比

較 的 女 性 職 員 の 割 合 が 少 な い 課 長 補 佐 級 の 職 員 の 女 性 割 合 に 目 標 数 値

を 掲 げ る ほ か 、 女 性 職 員 の 割 合 を 増 や す た め に 目 標 数 値 を 設 定 し 、 女 性

の 活 躍 推 進 を 目 指 し ま す 。  

ま た 、 併 せ て 、 次 世 代 育 成 支 援 対 策 推 進 法（ 平成 １ ５ 年 法 律 第 １ ２ ０

号 ） に 基 づ き 、 職 員 の 子 ど も た ち が 健 や か に 生 ま れ 、 か つ 、 育 成 さ れ る

よ う 、東 松島 市 職 員 の 子 育 て に 関 す る 行 動 計 画 も 本 計 画 に 盛 り 込 む こ と

と し 、 職 員 全 員 の ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス を 推 進し て 参 り ま す 。  

 

２  計 画 期 間  

 計 画 の 期 間 は 、 女 性 活 躍 推 進 法 の 時 限 立 法 期 間 で あ る 平 成 ２ ８ 年 度 か

ら 令 和 ７ 年 度 ま で の １ ０ 年間 の う ち 、 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年

３ 月 ３ １ 日 ま で の ２ 年 間 を 計 画 期 間 と し ま す 。  

 

３  現 状 の 把 握  

  把 握 す る 内 容  

 ア  管 理 職 職 員 の 女 性 割 合 （ 図 ① ）  

 イ  女 性 職 員 の 割 合 （ 図 ② ）  

 ウ  女 性 職 員 の 採 用 割 合 （ 図 ③ 、 ④ ）  

 エ  職 階 別 の 男 女 割 合 （ 図 ⑤ ）  

 オ  男 女 別 職 階 別 経 験 年 数 （ 図 ⑥ ）  

 カ  男 性 職 員 の 配 偶 者 出 産 に か か る 休 暇 等 の 取 得 率  

 キ  年 次 休 暇 の 平 均 取 得 日 数  

 ク  超 過 勤 務 の 状 況  
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ア　 管理職職員の女性割合

イ 　 女性職員の割合

管理職職員の男女比率
女性2.9％

男性97.1％

令和5年4月1日現在

全職員の男女比率

図①

男性59.4％

女性40.6％

令和5年4月1日現在

図②
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ウ　 女性職員の採用割合
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図④
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エ　 職階別の男女割合

オ　 男女別職階別経験年数
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カ  男性職員の配偶者出産にかかる休暇等の取得率（ 令和４ 年度）  

 

・ 配偶者の出産休暇取得率  ３ ３ ． ３ ％ 

＜２ 日間の特別休暇＞ 

 

・ 配偶者の出産にかかる育児休暇取得率  ５ ０ ． ０ ％ 

   ＜５ 日間の特別休暇＞ 

 

    

 

 

キ 年次休暇の平均取得日数（ 令和４ 年）  

 

・ １ 年間の平均取得日数  １ １ ． ６ 日 

 

 

 

 

ク  超過勤務の状況（ 令和４ 年度）  

 

   ・ １ 人あたり の月平均時間外勤務時間数 １ ４ ． ０ 時間 

    ・ ２ か月平均で月８ ０ 時間を 超える時間外勤務をし た職員 １ ３ 人 

               月平均時間外総時間４ ， ３ ５ ５ 時間 
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４  課 題 抽 出 、 本 計 画 期 間で の 目 標 設 定  

 

目 標 ① ： 令 和 ７ 年 度 ま で に 課 長 補 佐 級 職 員 に 占 め る 女 性 職 員 割 合 を  

２ ５ ％ 程 度 に し ま す 。  

 

  本 市 の 管 理 職 職 員 の 割 合 は ２ ． ９ ％ （ 図 ① ） と 、 前 回 の 平 成 ２ ７ 年

４ 月 １ 日時 点 と 比 べ て 大 き く 下 回 っ て い る 。 政 府 も 「 ２ ０ ２ ０ 年 ま で

に 指 導 的地 位 に 女 性 が 占 め る 割 合 を ３ ０ ％ 以 上 」 と 掲 げ た 目 標 を ２ ０

３ ０ 年 に 先 送 り す る な ど 、 本 市 で も 、 計 画 期 間 内 で 管 理 職 に 占 め る 女

性 割 合 に 対 す る 目 標 を 設 定す る こ と は 難 し い も の と 思 わ れ ま す 。 図 ⑤

を 見 る と 、 係 長 級 か ら 女 性の 割 合 が 減 り 、 課 長 補 佐 級 か ら 極 端 に 女 性

の 割 合 が少 な く な っ て い ま す 。 一 方 、 図 ⑥ で は 、 主 事 ・ 主 査 級 で は 経

験 年 数 に ほ ぼ 差 が 無 く 、 若干 男 性 の 経 験 年 数 が 長 い で す が 、 主 任 ・ 係

長 級 で は女 性 の 経 験 年 数 が大 き く 上 回 っ て い ま す 。 こ れ は 、 マ ネ ジ メ

ン ト 業 務へ の 不 安 な ど の 理由 に よ り 、 昇 格 を 希 望 す る 人 が 減 少 す る た

め で は な い か と 考 え ら れ ま す 。 そ の た め 、 積 極 的 に 昇 格 を 希 望 で き る

よ う 、 庁内 外 で の 職 員 研 修や Ｏ Ｊ Ｔ の 実 施 に よ り 職 員 全 体 の ス キ ル ア

ッ プ を 図り 、 職 員 の 昇 格 意欲 の 向 上 に 努 め ま す 。  

 

目 標 ② ： 子 ど も の 出 生 時 に お け る 特 別 休 暇 等 に つ い て 、 年 １ 回 以 上 、 制

度の 周 知 を 行 い ま す 。  

 

  次 世 代 育 成 支 援 対 策 を 効 果 的 に 推 進 す る た め に は 、 制 度 の 周 知 徹 底

を し 、 特別 休 暇 取 得 に 対 す る 職 員 の 理 解 を 深 め 特 別 休 暇 を 取 得 し 易 い

環 境 を つ く る こ と が 大 事 で す 。 こ の こ と か ら 、 部 課 長 会 議 や イ ン ト ラ

掲 示 板 等で 、 本 計 画 や 子 ど も の 出 生 時 に お け る 特 別 休 暇 制 度 に つ い て

の 周 知 を 図 り ま す 。  

  

目 標 ③ ： 令 和 ７ 年 度 ま で に ２ か 月 平 均 で 月 ８ ０ 時 間 を 超 え る 時 間 外 勤 務  

    を 行 う 職 員 ０ を 目 指 し ま す 。 併 せ て 、 年 次 休 暇 の 平 均 取 得 数 を  

１ ４ 日 以 上 と し ま す 。（ 令 和 ４ 年 に お け る 年 次 休 暇 の 平 均 取 得  

日数 １ １ ． ６ 日 ）  

 

  ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス を 推 進 す る た め に 、 時 間 外 勤 務 の 縮 減 と

年 次 休 暇の 取 得 促 進 を 図 る 必 要 が あ り ま す 。 そ の た め に は 、 事 務 の 効
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率 化 や 合理 化 を 進 め 、 休 暇を 取 得 し 易 い 環 境 づ く り が 大 事 で す 。 こ の

こ と か ら 、 デ ジ タ ル 技 術 の活 用 や 適 正 な 人 員 の 配 置 、 職 員 間 で の 知 識

や 技 術 の共 有 に よ り 業 務 量の 圧 縮 を 図 り 、 恒 常 的 な 時 間 外 勤 務 の 縮 減

に 努 め 、 休 暇 の 取 得 し 易 い 環 境 づ く り を 推 進 し ま す 。 ま た 、 相 互 応 援

が で き る 体 制 づ く り や 職 員意 識 の 向 上 を 目 指 し ま す 。  
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